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総合評価方式における技術提案の審査に関する体制について

総合評価方式における技術提案の審査にあたって、中立かつ公正な審査を確保するこ

とについては、「平成１８年度における国土交通省直轄事業の入札及び契約に関する事

務の執行について」（平成１８年４月１９日付け国官総第４８－２号、国官会第８７－

２号、国地契第５号、国官技第１２号、国営計第１１号）において、別に定めることと

していたところであるが、総合評価方式のより一層の拡大及び充実と、手続の透明性及

び競争性の向上を図るため、別添のとおり総合評価委員会設置要領準則を定めたので通

知する。



別添

総合評価委員会設置要領準則

第１ 趣旨

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）第１２条第２

項後段及び「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本

的な方針」（平成１７年国土交通省告示第９８３号）第２の４に基づき、総合評価方

式における技術提案の審査・評価を中立かつ公正に行うため、地方整備局の本局に総

合評価委員会（以下「委員会」という。）を設置するものとする。

第２ 委員会の事務

委員会は、次に掲げる事項を審議するものとする。

(1) 総合評価方式の実施方針に関すること。

(2) 複数の工事に共通する評価方法に関すること。

(3) 必要に応じ個別工事の評価方法や落札者の決定に関すること。

第３ 委員会の委員及び任期等

(1) 委員会の委員の数は、５名以上とする。なお、委員は、中立かつ公正な立場で、

客観的に技術提案の審査・評価結果等について適切に審議を行うことができる学

識経験等を有する者のうちから、地方整備局長が委嘱する。

(2) 委員の任期は１年以上とし、再任できるものとする。

(3) 委員は、非常勤とする。

(4) 委員の氏名及び職業は、公表するものとする。

第４ 委員長

(1) 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

(2) 委員長は会務を総括し、委員会を代表する。

(3) 委員長に事故ある時は、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

第５ 委員会の運営

(1) 委員会は、原則として、毎年度１回以上開催するものとするほか、必要に応じ、

委員長が招集する。

(2) 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、その会議を開き、議決をすることが



出来ない。

(3) 委員会は非公開とし、委員会の議事概要は、これを公表する。

第６ 部会の設置

(1) 委員会は、必要に応じて、事業ごと若しくは地域ごとの部会をおくことができる。

(2) 部会の構成及び運営に関し必要な事項は、当該部会において別途定める。

(3) 部会に属すべき委員は、委員長が承認するものとする。

(4) 各部会には、その部会に所属する委員の互選により部会長を置く。

(5) 部会長は、部会の事務を掌理する。

(6) 部会長に事故あるときは、部会長があらかじめ当該部会に属する委員のうちから

指名する者がその職務を代理する。

(7) 委員会は、委員会としての定例会議の審議を各部会に行わせることができ、また

その際の各部会による意見等をもって委員会による意見等とすることができる。

第７ 委員の除斥

委員は、第２(2)又は(3)の事務に関しては、自己又は３親等以内の親族の利害に関

係のある議事に加わることができない。

第８ 秘密を守る義務

委員等は第２の事務を処理する上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その

職を退いた後も、また同様とする。

第９ 委員会の庶務

(1) 委員会の庶務は、総務部〔契約課、経理調達課〕、企画部〔技術管理（調査）課〕

及び港湾空港部〔港湾事業課〕において処理するものとする。

(2) 部会の庶務については、担当する本局課・室または事務所において処理するもの

とする。


